
Ⅰ 一般会計

予算額　　４，３８５億７，１２８万３千円（前年度６月補正後予算比　１０．４％増）

　１　性質別内訳 （単位：千円）

増減額 伸率％

当初① 構成比％ ６月補正後② 構成比％ ③（①－②） ③／②

361,408,788 82.4 334,387,451 84.2 27,021,337 8.1

20,895,810 4.8 15,842,166 4.0 5,053,644 31.9

10,856,644 2.5 10,586,155 2.7 270,489 2.6

45,410,041 10.3 36,397,778 9.1 9,012,263 24.8

438,571,283 100.0 397,213,550 100.0 41,357,733 10.4

　２　項別内訳 （単位：千円）

増減額 伸率％

当初① 構成比％ ６月補正後② 構成比％ ③（①－②） ③／②

１項 教 育 総 務 費 50,991,883 11.6 48,323,987 12.2 2,667,896 5.5

２項 小 学 校 費 140,616,516 32.1 132,452,875 33.3 8,163,641 6.2

３項 中 学 校 費 79,605,206 18.1 74,941,604 18.9 4,663,602 6.2

４項 高 等 学 校 費 96,699,947 22.0 93,556,066 23.6 3,143,881 3.4

５項 特別支援学校費 48,096,985 11.0 42,953,083 10.8 5,143,902 12.0

６項 社 会 教 育 費 3,863,764 0.9 2,147,211 0.5 1,716,553 79.9

７項 保 健 体 育 費 18,696,982 4.3 2,838,724 0.7 15,858,258 558.6

438,571,283 100.0 397,213,550 100.0 41,357,733 10.4

　

　３　財源内訳 （単位：千円）

増減額 伸率％

当初① 構成比％ ６月補正後② 構成比％ ③（①－②） ③／②

分 担 金 負 担 金 173,183 0.0 159,408 0.0 13,775 8.6

使 用 料 手 数 料 9,936,761 2.3 10,121,304 2.5 ▲ 184,543 ▲ 1.8

国 庫 支 出 金 83,002,578 18.9 74,356,685 18.7 8,645,893 11.6

財 産 収 入 189,642 0.1 210,298 0.1 ▲ 20,656 ▲ 9.8

寄 附 金 20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

繰 入 金 14,139,118 3.2 17,530,108 4.4 ▲ 3,390,990 ▲ 19.3

諸 収 入 456,475 0.1 518,531 0.1 ▲ 62,056 ▲ 12.0

県 債 14,726,400 3.4 9,745,600 2.5 4,980,800 51.1

315,927,126 72.0 284,551,616 71.7 31,375,510 11.0

438,571,283 100.0 397,213,550 100.0 41,357,733 10.4
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Ⅱ  特別会計　奨学資金

予算額　　２４億５，６６２万９千円　（前年度６月補正後予算比８．３％増）

令和８年度 令和７年度 増減額 伸率％

当初① ６月補正後② ③（①－②） ③／②

2,456,629 2,268,149 188,480 8.3

2,113,272 1,880,925 232,347 12.4

343,357 387,224 ▲ 43,867 ▲ 11.3

（単位：千円）

区　　　分

１款１項　奨学資金貸付事業費
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Ⅲ 主要事業 

 

 

 

１．教員不足解消に向けた緊急対策事業（教職員課）   30,000千円（R7 30,000千円） 

   深刻な教員不足の解消に向け、人材サービス会社と連携し、教員志願者に訴求力の高い採用

プロモーションを実施するとともに、大学と連携し、モデル事業を実施することにより、  

教員の確保に取り組みます。 

 ［事業内容］ 

  ・教員採用プロモーション      24,500 千円 

    教員の魅力ややりがいを伝えるため、教員採用情報サイト内のコンテンツ充実や、  

パンフレットなどを作成するほか、就職活動用ウェブサイト等を活用した情報発信や教員

志願者向けのイベントを実施します。 

  ・大学とのモデル事業         5,500 千円 

    千葉大学及び本県の教員志願者が多い県内外私立大学との協働により、教育学部生に 

よる県内小中学校での教育活動体験等を実施します。 

 

 

 

２．教員不足解消に向けた奨学金返還緊急支援事業（教職員課） 

 77,000千円（R7 58,000千円） 

（債務負担行為 369,000千円） 

  深刻な教員不足の中でも、教育現場を支える優れた人材を確保するため、本県で公立学校の

教員として採用された者の奨学金返還を緊急的に支援します。 

 ［対象奨学金］日本学生支援機構の第一種奨学金 

 ［対 象 校 種］小学校・中学校・特別支援学校 

 ［対 象 者］令和 6 年度から令和 11 年度までの新規採用者 

 ［支 給 額］貸与額全額を 10 年間に分けて支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 子供たちの自信を育む教育の土台づくり 

※R7予算については、特に記載がない限り、

6月補正後予算を記載しています。 



 
 

 

３．教員の多忙化対策の推進【一部新規】（教職員課、学習指導課、保健体育課） 

1,829,300 千円（R7 1,722,000 千円） 

  教員の長時間勤務を改善するため、教員の事務作業の一部を補助する職員を増員すると  

ともに、引き続き市町村の部活動指導員の配置に対し助成します。また、令和８年度からは、

県立高校においても、部活動指導員を試行的に配置します。 

 ［事業内容］ 

 （１）スクール・サポート・スタッフの配置  1,515,300 千円 

   ［負担割合］国 1/3、県 2/3 

   ［配置人数］小中学校 938 人、特別支援学校 33→37 人、高等学校 8→20 人 

   ［業務内容］授業準備、校内掲示物の作成、会議の準備、調査統計のデータ入力 等 

（２）副校長・教頭マネジメント支援員の配置  261,800千円 

   ［負担割合］国 1/3、県 2/3 

   ［配置人数］小中学校 57→62 人、特別支援学校 2→4人、高等学校 12→19 人 

   ［業務内容］保護者や外部との連絡調整、勤務・会計・施設管理事務の支援 等 

 （３）部活動指導員の配置            52,200 千円 

    ①市町村への助成 

     ［負担割合］国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 

     ［配置人数］中学校 178 人 

     ［業務内容］実技指導、大会の引率 等 

    ②県立学校への配置【新規】 

     ［配置人数］高等学校 5人 

     ［業務内容］実技指導、大会の引率 等 

 

 

 

４．業務改善ＤＸアドバイザー配置事業（教育総務課） 28,000千円（R7 35,000千円） 

  ＩＣＴの活用による校務の効率化を図るため、各学校において具体的にＩＣＴ化や業務改善

の提案等を行う専門人材をモデル的に配置します。 

 ［配置対象］市町村教育委員会（小・中学校）、県立学校（高等学校、特別支援学校） 

 ［配置人数］6人 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

  

５．学校問題解決サポート事業（教育総務課、児童生徒安全課） 

 66,100 千円（R7 60,000 千円） 

県立学校等に関する問い合わせにワンストップで対応する統一ダイヤルを用意するとともに、

専門家等との連携が必要な事案については、専属で対応する職員を配置し、保護者等の利便性

を向上させるとともに、教職員が業務に専念できる環境を構築します。 

 ［事業内容］ 

 （１）県教育庁統一ダイヤルの設置       44,300 千円 

    県民から各県立学校等への外線電話にワンストップで対応する「県教育庁統一ダイヤル」

を設置します。 

 （２）学校問題解決支援コーディネーターの配置 21,800 千円 

   統一ダイヤルで受け付けた事案等のうち、専門家や関係課等と連携して対応が必要な 

事案に対応する職員を配置し、早期対応・問題解決を図ります。 

 

 

 

６．水産系高校魅力化推進事業【一部新規】（教育政策課）23,000 千円（R7 11,000 千円） 

  県内水産業の担い手を育成するため、専門人材を配置して水産系高校の魅力向上について 

引き続き検討を進めます。また、令和８年度からは遠隔地からの生徒受入れを開始することに 

伴い、当該生徒や受入施設を支援します。 

 ［事業内容］ 

 （１）水産系高校魅力化アドバイザー事業   14,000千円 

    県内水産業の担い手を育成するため、水産系高校の魅力向上や遠隔地からの生徒受入れ

に向けた検討を進めるにあたって、地元市町村、企業等との連携支援や有効な対策の提案

等を行う専門人材を配置します。 

   ［対 象 校］銚子商業高校（海洋科）、大原高校（海洋科学系列）、 

         館山総合高校（海洋科） 

 （２）遠隔地生徒受入促進事業補助金【新規】  9,000千円 

    遠隔地から県内の水産系高校に進学する生徒の負担軽減を図るため、当該生徒の下宿に

要する家賃の一部を補助するとともに、受入施設が要する経費の一部を負担します。 

   ［補助対象］遠隔地生徒の下宿等を行う施設であって校長が認める施設の管理者 

   ［対象経費］遠隔地生徒の下宿に関する家賃、施設運営等に関する経費 

   ［補 助 額］①遠隔地生徒１人当たり 1/3 又は 3万 5千円の低い方を上限／月 

         ②150 千円（定額） 

 

 

 

 



 
 

 

７．県立学校におけるＡＥＤの屋外設置【新規】（保健体育課）       14,000千円 

  屋外活動や休日等の学校内で心停止等が発生した場合に、迅速に対応できるよう、全ての 

県立学校においてＡＥＤを屋外に設置します。 

 ［設置箇所数］160校 

 

 

 

８．県立学校長寿命化対策事業（教育施設課）  5,818,701千円（R7 11,190,000千円） 

（債務負担行為 12,822,000 千円） 

  県立学校施設の長寿命化対策を推進するため、「千葉県県有建物長寿命化計画」に基づき、  

大規模改修等を行います。 

  また、当面、大規模改修の予定がない学校について、建物の劣化の進行を防ぐため、屋上  

防水等改修工事を行います。 

 ［事業内容］ 

 （１）県立学校大規模改修   5,018,901千円 

   ［事業箇所］調査・基本設計  9校 

         実施設計      18校 

         仮設校舎賃貸借 13校 

         工事       13校 

 （２）県立学校屋上防水等改修 799,800千円 

   ［実施施設］大規模改修の着手が概ね令和10年度以降となる学校のうち、老朽化が著しい

もの 

   ［実施箇所］実施設計8校8棟、工事7校8棟 

 

 

 

９．県立学校施設整備事業（一般整備）（教育施設課）  

2,511,908千円（R7 2,283,190千円） 

（債務負担行為 415,000千円） 

県立学校における中小規模の改修工事や維持補修等の整備を行います。 

なお、学校施設の老朽化や長寿命化対策事業の進捗により、学校からの要望が増えている 

ことから、予算を増額して対応を強化します。 

［整備内容］空調改修、エレベーター改修、天井・床・外壁の改修 

 

     

 

 



 
 

 

10. 県立学校空調設備整備事業（教育施設課、財務課） 

3,471,768 千円（R7 1,994,000 千円） 

（債務負担行為 5,504,000 千円） 

  生徒の学習環境及び教職員の執務環境の改善を図るため、特別教室及び職員室等の管理諸室

の空調整備を進めます。 

  なお、夏季の暑さが深刻化していることから、令和８年度以降は、理科室等の特別教室や 

教科準備室などの管理諸室についても整備を進めます。 

 ［主な事業］ 

 （１）普通教室（高校）     1,198,894千円 

   ・県設置空調（設計14校、空調リース43校）      387,607千円 

   ・保護者負担により設置された空調のリース料（78校） 811,287千円 

 （２）職員室等の管理諸室（高校） 450,659千円 

   ・県設置空調（設計20校、空調リース96校）       395,541千円 

   ・保護者負担により設置された空調のリース料（26校）   55,118千円 

 （３）特別教室（高校）      1,061,439千円 

   ・県設置空調（設計23校、空調リース39校）        350,391千円 

   ・保護者負担により設置された空調のリース料（92校）   711,048千円 

 （４）体育館（高校）       347,200千円 

   ・設計（5校） 

   ・工事（2校） 

 （５）可搬式空調の試行導入     18,000千円 

    大規模災害時において避難所等で使用可能な可搬式空調を試行的に導入します。 

 

 

 

 

［参考：令和７年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）］ 

 〇県立学校空調設備整備事業（教育施設課、財務課）         257,674千円 

   生徒の学習環境及び教職員の執務環境の改善を図るため、特別教室及び職員室等の管理 

諸室の空調整備の事業費を増額します。 

  ［事業内容］ 

   ・工事（中学校 2 校、特別支援学校 5校） 

 

 

 

 

 



 
 

 

11．県立学校照明器具ＬＥＤ化事業（教育施設課）      243,700千円（R7 64,700千円） 

  省エネルギー化による温室効果ガス排出量の削減や財政負担の軽減を図るため、県立学校の

照明をリース方式により順次ＬＥＤ化します。 

 ［対 象 室］普通教室、事務室、校長室、職員室、保健室 等 

 

 

 

12．県立高校エレベーター設置事業（教育施設課）  143,000千円（R7 54,600千円） 

                         （債務負担行為 1,777,000千円） 

  障害のある生徒等が安心して学校生活を送ることができる環境づくりを推進するため、  

県立高校へのエレベーター設置を計画的に進めます。 

 ［事業箇所］高校 6 校 6基 

 

 

 

 

13．県立学校トイレ改修事業（教育施設課）   4,910,500 千円（R7 865,000 千円） 

（債務負担行為 2,253,000 千円） 

  県立学校のトイレ環境の改善と洋式化率の向上を図るため、床のドライ化や手洗い設備の 

改修等のほか、和式トイレの洋式化を実施します。 

 ［事業内容］ 

 （１）トイレ先行改修事業 4,499,500 千円 

    当面の大規模改修の対象校となっていない高校の普通教室棟のトイレについて、洋式化

も含めた全面的な改修を行います。 

   ［事業箇所］工事 16 校 16 棟 

   ［改修内容］床のドライ化、天井・壁の張替、洋式化、手洗い設備更新 等 

 （２）和式トイレ洋式化事業 411,000 千円 

    大規模改修及び先行改修の対象外となっている全ての学校の和式トイレについて、  

計画的に洋式化改修を行います。 

   ［実施箇所］高校 108 校 

   ［改修内容］和式トイレの洋式化 

   ［総事業費］2,499 百万円（令和４年度～令和 11 年度） 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

14．特別支援学校整備事業（教育施設課、財務課、特別支援教育課） 

                        3,401,365 千円（R7 606,700 千円） 

（債務負担行為 10,068,000千円） 

特別支援学校の児童生徒の増加に伴う過密解消のため、「第３次県立特別支援学校整備計画」

に基づき、新設校の設置等を進めます。 

 ［事業内容］ 

  ・旧千葉市立花見川第二中学校の改修等による学校新設       1,637,052千円                     

  ・浦安市立明海南小学校の改修等による学校新設           952,008千円 

                          （債務負担行為   229,000千円） 

  ・君津高校上総キャンパスの改修等による学校新設          610,440千円 

                          （債務負担行為 6,774,000千円） 

  ・松戸特別支援学校の教室棟増築                  93,000千円                         

                          （債務負担行為 3,045,000千円） 

  ・印旛特別支援学校に仮設教室棟を設置               58,865千円 

  ・流山市立南流山中学校の改修等による学校新設           50,000千円 

（債務負担行為    20,000千円） 

 

                        

 

［参考：令和７年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）］ 

 〇特別支援学校の施設整備（教育施設課）             5,634,655千円 

県立特別支援学校の教育環境の改善や長寿命化を図るため、改修工事等を実施します。 

  ［内訳］ 

・特別支援学校整備事業               4,506,035 千円 

・県立学校長寿命化対策事業              856,480 千円 

・県立学校施設整備事業（一般整備事業）        272,140 千円 

  

 

 

 

［参考：令和７年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）］ 

 〇農業教育環境整備事業（教育施設課）               18,000 千円 

  農業教育環境の充実を図るため、県立高校に農業用機械の整備を行います。 

  ［対 象 校］県立高校 2校（成田西陵、大原） 

  ［整備内容］スピードスプレーヤ（農薬散布車） 

 

 

 



 
 

 

15．医療的ケア児の通学に係る保護者支援モデル事業（特別支援教育課）  

                          81,500 千円（R7 57,800 千円） 

  特別支援学校に在籍する医療的ケア児の通学に係る保護者負担を軽減するためのモデル事業

について、令和８年度は対象校を全ての県立特別支援学校に拡大し、新たな通学支援体制の 

構築に向けた検証を引き続き実施します。 

 ［支援内容］福祉タクシー等利用費用及び同乗する看護師等の派遣費用（年間 40 回分） 

 ［対 象 校］全ての県立特別支援学校 

         

  



 
 

 

16. 学校におけるいじめ対策・不登校児童生徒支援の推進（児童生徒安全課）   

1,310,566千円（R7 1,273,344千円） 

  いじめ・不登校等の未然防止、早期発見・解決のため、スクールカウンセラーを増員する 

など、児童生徒が学校生活を安心して送れる環境づくりを進めます。 

 ［事業内容］ 

 （１）学校への支援体制の強化            1,194,728千円（R7 1,151,716千円） 

   ・スクールカウンセラーの配置            1,013,133千円 

     児童生徒のカウンセリングや教職員・保護者への助言・援助を行うスクール    

カウンセラーについて、特別支援学校の対応に係る配置人数を拡充します。 

    ［配置人数］小学校 636人（隔週1日配置）、中学校 309人（週1日配置） 

          高等学校 121人（週1日配置）、特別支援学校 5→7人（隔週1日配置）、 

教育事務所等 11人 

   ・スクールソーシャルワーカーの配置          173,117千円 

     問題の解決に向けて福祉機関等との連携や、児童虐待が疑われるなど緊急性の高い 

事案への対応を行うスクールソーシャルワーカーを配置します。 

    ［配置人数］県内に69人を配置し、機動的に対応 

   ・不登校児童生徒支援チームの設置            8,478千円 

     不登校が長期化しているケースを対象に知見のある専門家等がチームで支援します。 

 （２）相談体制等の充実                 106,893千円（R7 112,717千円） 

   ・ＳＮＳを活用した相談事業                    24,000千円 

     小学校４年生から高校生までを対象としたＳＮＳを活用した相談窓口を設置します。 

    ［実施期間］令和8年4月1日～令和9年3月31日の週3日（予定） 

    ［開設時間］午後6時～午後10時 

   ・子どもと親のサポートセンター等における相談事業         82,893千円 

     窓口や電話での相談を24時間いつでも受け付けるほか、オンライン相談を実施します。 

（３）学校におけるいじめ対応力強化等             8,945千円（R7 8,911千円） 

   ・いじめ重大事態対策強化事業       6,898千円 

     県立学校の重大事態に関して、より迅速かつ適切に対応できるよう、知見を持つ  

専門人材を配置します。 

   ・いじめ防止対策推進条例に基づく調査会等 2,047千円 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

17．不登校児童生徒の教育機会確保事業（児童生徒安全課）64,869千円（R7 61,046千円） 

  不登校児童生徒の多様な学びの場の充実を図るため、オンライン授業や教育相談のほか、 

フリースクール等が実施する活動への支援等を実施します。 

 ［主な事業内容］ 

 （１）ＩＣＴを活用した学びの場の構築         3,858 千円 

    不登校児童生徒に対して、自宅から参加できるオンライン上の授業配信や教育相談を 

行います。 

   ［対  象］不登校状態にある県内小学校４～６年生、中学生 

 （２）千葉県フリースクール活動支援事業        30,000千円 

フリースクールが行う、不登校児童生徒を支援する活動に係る経費の一部を補助します。 

   ［補 助 率］１／２  

   ［補 助 額］１団体あたり 1,000 千円以内（下限 100 千円） 

        ※出席扱いとなる児童生徒１人につき上限 100 千円  

   ［対象取組］フリースクールと学校等の連携のためのＩＣＴ活用 

学習活動や社会性育成のための体験活動など 

 （３）校内教育支援センター設置促進事業       13,356 千円 

落ち着いた空間で学習・生活できる環境を学校内に確保するため、校内教育支援センター

を新たに整備する市町村に対し国と県が助成します。 

［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3    

 （４）メタバースを活用した不登校児童生徒支援事業   9,933千円 

    メタバースを活用して不登校児童生徒同士や支援員等が交流する場を設け、児童生徒を 

相談・支援につなげます。 

   ［実施期間］令和8年4月～令和9年3月の週2日（予定） 

   ［開設時間］15：00～17：00 

 

 

 

18．ＩＣＴを活用した生徒の見守り支援システムの導入【新規】（児童生徒安全課） 

26,000 千円 

  県立高校におけるいじめの重大化や自殺を予防するため、生徒の心身の変化やＳＯＳを確実

に捉え、支援が必要な生徒に対して適切かつ迅速な対応ができるよう、出欠席状況や実施した

ストレスチェックの結果等の生徒の心の健康状態に関する情報を複数の教職員で共有できる 

システムを導入し、組織的な支援体制の強化を図ります。 

 ［主な機能］ 

  ・ストレスチェックの実施 

  ・生徒の出欠席状況の確認 

  ・生徒からの面談希望の発信、面談等の対応状況の確認 



 
 

 

19．ウェルビーイング・ハイスクール設置モデル事業（児童生徒安全課） 

20,690千円（R7 15,000千円） 

  生徒のウェルビーイングの実現に向けて、福祉等の関係機関との連携や相互協力体制の構築

を目的としたモデル事業を県立八千代西高校において引き続き実施します。 

 ［事業内容］ 

  教育課程等の検討、スクールソーシャルワーカー等の専門人材の配置 

 

 

 

20. 公立高等学校等就学支援事業（財務課）    10,348,000千円（R7 10,494,000千円） 

  公立高校等に在学する生徒の経済的負担の軽減を図るため、授業料相当額を支給します。 

 ［対 象 者］県立・市立高校生 等 

 ［支 給 額］生徒１人当たり118,800円/年（全日制） 

［負担割合］国3/4、県1/4 

 

 

 

21. 公立高等学校等奨学のための給付金事業（財務課）1,194,000千円（R7 895,000千円） 

  公立高校等に在学する生徒の保護者の教育費負担軽減を図るため、奨学のための給付金を  

支給します。 

  令和８年度は、国の補助制度の改正に対応し、支給対象世帯を拡充します。 

 ［対 象 者］県立・市立高校生、国立高等専門学校等の生徒がいる保護者等 

 ［支 給 額］ 

  国公立高校等に在学する者で、１人につき以下の額 

所得基準等 区分 支給額（年） 

生活保護受給世帯 全日制・定時制・通信制 32,300円 

年収270万円未満程度の世帯 全日制・定時制 143,700円 

 通信制・専攻科 50,500円 

年収270万円以上、年収380万円未満程度 全日制・定時制 47,900円 

通信制・専攻科 16,830円 

年収380万円以上、年収490万円未満程度 全日制・定時制 35,930円 

通信制 12,630円 

年収380万円以上、年収600万円未満程度

の多子世帯 

専攻科 12,630円 

  ※年収は目安であり、家族構成により異なる。 

 ［負担割合］国1/2、県1/2 

 



 
 

 

22．特別会計奨学資金（財務課）         2,456,629千円（R7 2,268,149千円） 

  高等学校等の在学者で経済的理由により修学が困難な者に対し、学資を貸し付けます。 

  ［貸付金］ 2,456,186千円（R7 2,267,913千円） 

    貸付枠   7,610人分 

    貸付月額 10,000円・20,000円・30,000円（選択制） 

［国庫返還金］    443 千円（R7    236 千円） 

 

 

 

23．公立小学校等給食費の抜本的な負担軽減【新規】（保健体育課）  16,600,000千円 

  公立小学校等に在籍する児童の保護者の教育費負担軽減を図るため、学校給食費について、 

補助します。 

 ［対 象 者］公立小学校等に在籍する児童 

 ［補 助 額］児童一人当たり月額5,200円（特別支援学校の児童は一人当たり月額6,200円） 

 ［負担割合］国1/2、県1/2 

 

 

 

24．公立中学校等給食費無償化事業（保健体育課）   466,000千円（R7 1,238,000千円） 

  子供が多い世帯について経済的負担の軽減を図るため、市町村と連携し、公立中学校等に 

在籍する第３子以降の学校給食費を無償化します。 

 ［対 象 者］３人以上の子を扶養する世帯において、被扶養者である子のうち年齢が上から  

３番目以降の子（公立中学校等在籍者に限る） 

 ［負担割合］市町村立学校：県1/2、市町村1/2（千葉市のみ県1/4、市3/4） 

       県 立 学 校：県10/10 

 

 

 

［参考：令和７年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）］ 

〇県立学校の学校給食における物価高騰対策事業（保健体育課）     22,000 千円 

   食材等の価格が高騰していることから、学校給食の質を維持するとともに、急激な給食費の

値上げを防ぐため、食材費の高騰分について県が負担します。   

 ［対 象 校］給食を実施している県立学校（特別支援学校 33 校、中学校 2校） 

 ［事業開始］令和 8 年 4月から 

 

 

  



 
 

 

25．日本語の指導を含むきめ細かな支援推進事業（学習指導課） 

                             76,961 千円（R7 69,863 千円） 

  日本語指導を必要とする外国人児童生徒に対して、学習上・生活上の支援を行うため、  

母国語を話すことができる相談員等を派遣し、日本語指導及び適応指導等を行うとともに、 

市町村が行う外国人児童生徒への支援に対して助成します。また、令和７年度からの県立高校

での初期指導体制構築に関する研究事業や市町村立学校でのオンライン日本語指導に関する 

モデル事業等を引き続き実施します。 

 ［主な事業］ 

 （１）外国人児童生徒等教育相談員の派遣      32,488千円（R7 29,845千円） 

    日本語指導の必要な県立学校の外国人生徒に対して、相談員を派遣します。 

   ［派遣人数］109人  

 （２）連絡協議会の開催                         623千円（R7 623千円） 

    日本語指導担当教員の指導向上等のため、経験年数等に応じたきめ細かな研修等を  

実施します。 

 （３）拠点校における支援の在り方等調査・研究 6,220千円（R7 4,105千円） 

    拠点校に相談員支援コーディネーターを配置し、授業や就職における支援体制等に  

ついて調査・研究を行い、その成果を普及します。 

 （４）外国人児童生徒等教育補助事業      15,852千円（R7 13,834千円） 

    市町村が実施する日本語指導員の配置や協議会の運営等に係る経費を助成します。 

   ［負 担 割 合］国1/3、県1/3、市町村1/3 

   ［対象市町村］11市町村（予定） 

（５）初期指導体制構築に関する研究事業       8,800 千円（R7 8,800 千円） 

  外国人児童生徒が入学後の学校生活についていけるよう、県立高校５校程度において 

民間団体等と連携して、日本語能力を測るアセスメントツールやカリキュラム開発等を 

実施します。 

（６）市町村立学校でのオンライン日本語指導モデル事業 7,000 千円（R7 7,000 千円） 

   市町村立学校における日本語指導体制の構築を図るため、市町村教育委員会と協力して

オンラインによる日本語指導に係るモデル事業を実施します。 

（７）授業における翻訳支援アプリの活用検証事業 1,500 千円（R7 1,500 千円） 

基礎的な日本語指導が必要な児童生徒が、より難しい日本語が使われる授業の内容を 

理解できるよう、県立高校３校において新たな翻訳支援アプリに関する検証を実施します。 

 

  



 
 

 

 

 

26．学力向上推進事業（教育政策課、学習指導課）  183,714 千円（R7 189,980 千円） 

  児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、体験学習など多様な学習機会の提供、

魅力ある授業づくりなどに取り組みます。 

 ［主な事業］ 

 （１）学習サポーター派遣事業        139,092千円 

    児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、学校教育の一環として行う放課後

学習等の取組に対して、退職教員などを学習サポーターとして小・中学校に派遣します。 

   ［補 助 率］国1/3 

   ［配置人数］公立小中学校に192人 

   ［実施内容］授業中における学習支援、放課後学習 等 

（２）多様な学習機会の提供          40,200千円 

    小・中・高等学校が相互に連携し、専門的な学びの機会を提供するとともに、先進的な

理数教育を推進するなど、多様な学習機会を提供します。 

［実施内容］・「専門学科を体験しよう」事業 5,800千円 

・特別非常勤講師の配置    18,140千円 

      ・先進的な理数教育の推進   16,260千円 

 （３）ＳＴＥＡＭ教育の推進       2,400千円 

    外部人材による教科横断型の特別授業を県立高校において実施し、理数の魅力・楽しさ

を伝え、探究心を引き出すとともに、学習の意義の実感により学習意欲の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 未来を切り拓く「人」の育成 



 
 

 

27．小学校専科非常勤講師等配置事業（教職員課）      578,900千円（R7 532,000千円） 

（債務負担行為 88,000千円） 

  児童の学力及び学習意欲等の向上を図るため、県独自の専科教員等の配置を拡充します。 

 ［事業内容］ 

 （１）非常勤講師の配置 423,100千円 

    算数及び理科について、学習指導の充実を図るため、専任の非常勤講師を配置します。 

   ［配置校数］102校（３・４年生） 

   ［実施方法］非常勤講師が単独または、担任と共に授業を実施 

   ［配置計画］R4:40校、R5:80校、R6:90校、R7:100校、R8:102校 

 （２）技能教科専科指導員の配置 155,800千円 

    体育及び図工について、専門的な指導力を備えた外部指導者を配置します。 

   ［配置校数］98校（１～４年生） 

   ［実施方法］担任が授業を行い、実技模範等を専門的な技術を持つ外部指導者が実施 

   ［配置計画］R4:40校、R5:60校、R6:70校、R7:80校、R8:98校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

28．国際的に活躍できる人材の育成【一部新規】（学習指導課、教育政策課）  

                                                 379,928千円（R7 333,674千円） 

  国際的に活躍できる人材を育てるため、中学生・高校生の英語学習の充実を図るとともに、

海外留学への助成や国際教育交流の推進により、国際感覚や多文化理解の醸成を図ります。 

 ［事業内容］ 

 （１）英語教育の推進（学習指導課）        

    ①外国語指導助手（ＡＬＴ）活用事業     303,854千円（R7 297,174千円） 

県立学校において外国語指導助手（ＡＬＴ）による授業などに取り組みます。 

    ②ＡＩの活用による英語教育強化事業       15,000千円（R7  15,000千円） 

     県立高校及び市町村立中学校において、授業や家庭学習での効果的なＡＩ活用を 

検証するモデル事業を行います。 

    ③外国語による発信力育成のためのモデル事業【新規】 39,274千円 

      県立中高一貫校において、外国語指導助手（ＡＬＴ）の増員やオンライン国際交流

の実施等により、英語教育を充実させ、６年間を見通した体系的な英語教育    

カリキュラムをモデル的に構築します。 

（２）国際交流の推進（教育政策課） 

    ①高校生等海外留学助成事業         15,600千円（R7 15,600千円） 

      高校生等が外国に留学する場合の経費の一部を助成することにより留学を促進します。 

    ②国際教育交流推進事業            6,200千円（R7  5,900千円） 

      アジア地域に教職員・高校生を派遣し、海外との教育分野での交流を促進するほか、

県内の高校生が外国人とディスカッションやレクリエーション等を行うプログラムを

実施します。 

 

 

 

29．学校ＤＸ推進パートナー配置事業（学習指導課）   49,000千円（R7 49,000千円） 

  県立高校においてＩＣＴを効果的に活用した授業の展開を図るため、対象校を巡回して授業 

改善の提案等を行う専門人材を配置します。 

 ［配置人数］4人 

 ［対象校数］16 校 

 ［実施内容］ＩＣＴを活用した授業改善の提案、教材作成、事例の横展開 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

30．電子黒板導入事業（学習指導課、特別支援教育課）   43,100千円（R7 122,100千円） 

児童生徒の学力向上のため、県立高校及び特別支援学校において電子黒板を導入し、授業に  

おける効果的な活用方法を研究します。令和８年度では県立高校２校で可搬式の電子黒板を導入し、 

引き続き検証を行います。 

  

 

 

31．遠隔授業推進事業【新規】（教育政策課）                3,600千円 

  生徒・教員数の減少、学校の小規模化が見込まれる中で、居住地域に関わらず、生徒の多様

なニーズに対応した学びの場を提供していく必要があることから、遠隔授業を試行的に導入  

します。 

 ［対象校］安房拓心高校、九十九里高校 

 

 

 

32．公立学校情報機器整備基金事業（学習指導課、特別支援教育課）  

       4,550,458 千円（R7 12,725,275 千円） 

  国の交付金により造成した基金を活用して、義務教育段階の公立学校における１人１台端末

の着実な更新・整備を進めます。 

 ［主な事業］ 

  １ 市町村の端末調達に係る補助 4,474,500 千円 

   ［補 助 率］2/3 

   ［補助対象］児童生徒全員分（予備機含む）の端末調達（1台あたり上限 5.5 万円） 

  ２ 県の端末調達          14,400 千円 

    県立中学校及び特別支援学校小中学部の端末を更新します。 

 

 

 

［参考：令和７年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）］ 

 〇高等学校ＤＸ加速化推進事業（学習指導課）            141,000 千円 

高等学校におけるデジタル等成長分野を支える人材育成の充実を図るため、国の 

補助金を活用して、ＩＣＴ機器整備等を行います。 

［対 象 校］県立高校 30 校程度 

 

 

 

 



 
 

 

33．キャリア教育の推進【一部新規】（教育政策課）   33,000 千円（R7 35,895 千円） 

  生徒が主体的に自らの生き方について考え、将来を見通しながら社会的・職業的自立に  

向けた資質・能力を身に付けていくことができるよう、学校における実践的なキャリア教育を

推進します。 

 ［主な事業］ 

 （１）職業理解のための映像教材作成             5,600千円（R7  4,600千円） 

    中学生・高校生向けに実社会で働く人のインタビュー動画等を作成し、職業意識の形成

や主体的な進路選択を行う能力を育成します。 

 （２）中学生キャリア教育実践プログラム研究事業       8,358千円（R7 14,220千円） 

    市町村立中学校の１、２年生にキャリアデザインの考え方や自己分析の重要性を学ぶ 

キャリア教育プログラムを実施します。     

 （３）キャリアデザイン講演会の実施            3,450 千円（R7 3,450 千円） 

    生徒のキャリア形成意識を醸成するため、企業経営や科学技術分野等で活躍する方の 

講演会を実施します。 

 （４）課題探究型キャリア教育推進事業           2,800 千円（R7 3,340 千円） 

    県立高校の生徒が地域課題の解決について、地域企業等と共同し、探究活動をすること

により、自己の役割・特性を理解しながら主体的に課題解決を図る能力を育成します 

 （５）就職支援事業                     890 千円（R7  860 千円） 

    生徒の職業意識の啓発や就職支援につなげるため、生徒等を対象に講演会を実施すると

ともに、教員研修等を実施します。 

 （６）中学校教員の県立高校専門学科の視察研修        877 千円（R7    750 千円） 

    進路指導の際、より的確に生徒や保護者にアドバイスできるよう、中学校教員を対象に

県立高校（専門学科）を視察する研修を実施します。 

 （７）主体的な高校選択の推進               6,800 千円（R7 6,492 千円） 

    児童生徒が自己のキャリアを考え、より適切な高校選択を実現できるよう、専門学科を

有する高校の生徒や教員が小中学校を訪問して体験学習等を実施するとともに、理数系 

専門人材の育成のため、県内理数科高校の魅力ある教育内容等を情報発信します。 

   ［実施内容］・「専門学科を体験しよう」事業〔再掲〕 5,800千円 

         ・理数科の魅力発信事業          1,000千円 

 （８）おしごと発見フェア【新規】             1,000千円 

    中学生の職業理解を深め、将来のキャリア形成を後押しするため、中学生との関わりが

少ないＢtoＢ企業や特定の分野で高いシェアや独自技術を有する企業等との交流会を開催

します。 

    

 

 

 



 
 

 

 

 

34．放課後子供教室推進事業（生涯学習課）         352,596 千円（R7 317,702 千円） 

  子供たちの安全・安心な居場所づくりのため、市町村が小学校の余裕教室等を活用し、  

地域住民の協力を得て、勉強やスポーツ、地域との交流等を行う「放課後子供教室」の運営費

に対して助成します。 

 ［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3 

 ［実施見込］32市町 

 

 

 

35．地域クラブ活動体制整備事業（学習指導課、保健体育課） 

384,000 千円（R7 373,000 千円） 

  部活動の段階的な地域展開に向けて、受け皿となるスポーツ団体や文化芸術団体等の整備、

指導者の確保等に関する助成等を行います。 

 ［負担割合］国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 等 

 ［主な事業］ 

 （１）コーディネーターの配置      12,623 千円 

    市町村への助言や関係団体との連絡調整等を行うコーディネーターを本庁及び教育  

事務所に配置します。 

   ［配置人数］7人 

 （２）市町村事業に対する補助   353,846 千円 

    地域展開に向けた体制整備や指導者の確保、関係団体との連携強化、参加費用負担への

支援などに取り組みます。 

 （３）県立中学校における取組     4,194 千円 

    県立中学校において、段階的な地域展開を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 地域全体で子供を育てる体制と全ての人が活躍できる環境づくり 



 
 

 

36．新県立図書館等複合施設整備事業（生涯学習課） 1,454,700 千円（R7 33,540 千円） 

  県立図書館と県文書館の複合施設を、知識や情報を発信する「知の拠点」として整備する 

ため、建築工事等を実施します。 

 ［主な事業］ 

  ・建築工事 1,215,522千円 

  ・工事監理委託 221,728千円 

  ・移転予定資料の状況調査 15,343千円 

 ［継続費に係る事業費］   

年度 事業費（千円） 主な内容 

令和７年度 32,540 上水道負担金、家屋事前調査、工作物移設 

令和８年度 1,452,593 建築工事 

令和９年度 5,142,274 建築工事、電気設備工事、空調設備工事 

令和10年度 24,693,803 建築工事、電気設備工事、空調設備工事、資料等移転 

令和11年度 677,035 資料等移転、家具・什器備品等購入 

合計 31,998,245  

 

 

 

37．文化財保存整備助成事業（文化財課）       79,000 千円（R7 92,000 千円） 

  文化財の適正な保存管理とその活用を図るため、国・県指定文化財の保存整備・修理等の 

事業に対して助成します。 

 ［補助対象］国指定文化財13件、県指定文化財11件 計24件 

 ［補 助 率］国指定文化財 国庫補助額を控除した額の1/2以内 

       県指定文化財 1/2以内 

 

 

 

38．縄文貝塚発信プロジェクト事業【新規】（文化財課）          3,500千円 

  本県の縄文貝塚が持つ文化的価値を広く認識してもらうため、国指定史跡の縄文貝塚を  

有する各市等との実行委員会を設置し、縄文貝塚に関する情報交換や共同研究等を実施する 

ほか、縄文貝塚の価値や魅力を効果的に情報発信するためのイベントを実施します。 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

39. 教職員人件費（給料等）（教育総務課、福利課） 

348,694,346千円（R7 322,457,812千円） 

   令和７年９月現在の学校職員及び教育庁職員の現員数により、給与・職員手当等の年間所要

見込額を計上します。 

 

 

 

40. 教職員定数（教職員課） 37,834人（R7 37,692人） 

［内訳］                                 （単位：人） 

学校種別 
R8年度 
① 

R7年度 
② 

増減 
①－② 

増減理由 

小学校 16,941 16,989 ▲48 学級数の減等 

中学校 9,375 9,107 ＋268 学級数の増等 

高等学校 7,167 7,324 ▲157 学級数の減等 

特別支援学校 4,351 4,272 ＋79 学級数の増等 

計 37,834 37,692 ＋142  

 

 

 

41. 県立学校の入試手続のオンライン・キャッシュレス化（学習指導課、特別支援教育課）    

                           85,800千円（R7 83,200千円） 

  志願者の利便性向上を図るため、民間のオンライン出願サービスを活用した県立学校の  

入試手続のオンライン・キャッシュレス化について、県立中学校・高等学校・特別支援学校を

対象に実施します。 

 ［対 象 校］159 校（県立中学校 2 校、県立高校 121 校、特別支援学校 36 校） 

  ※Pay-easy（ペイジー）に加え、クレジットカードやコンビニ決済に対応 

 

 

 

 

 

その他 
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